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１．平成19年９月中間期の連結業績（平成19年４月１日～平成19年９月30日）

(1）連結経営成績 （％表示は対前年中間期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 中間（当期）純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年９月中間期 20,411 △19.3 △1,488 － △1,738 － △6,591 －

18年９月中間期 25,281 △6.4 △793 － △1,063 － △1,213 －

19年３月期 69,197 － 1,692 － 1,175 － 864 －

１株当たり中間
（当期）純利益

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益

円 銭 円 銭

19年９月中間期 △118 84 － －

18年９月中間期 △21 87 － －

19年３月期 15 59 － －

（参考）持分法投資損益 19年９月中間期 －百万円 18年９月中間期 －百万円 19年３月期 －百万円

(2）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

19年９月中間期 39,747 △2,170 △5.5 △39 14

18年９月中間期 52,130 2,566 4.9 46 25

19年３月期 53,621 4,561 8.5 82 24

（参考）自己資本 19年９月中間期 △2,170百万円 18年９月中間期 2,566百万円 19年３月期 4,561百万円

(3）連結キャッシュ・フローの状況

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

19年９月中間期 2,035 520 △4,022 5,110

18年９月中間期 1,514 △145 △1,870 4,056

19年３月期 4,355 96 △2,431 6,577

２．配当の状況

１株当たり配当金

（基準日） 第１四半期末 中間期末 第３四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

19年３月期 － － － － － － － － 0 00

20年３月期 － － － － － －

20年３月期（予想） － － － － － － 0 00

３．平成20年３月期の連結業績予想（平成19年４月１日～平成20年３月31日）

（％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 67,500 △2.5 1,600 △5.5 350 △70.2 △4,800 － △86 55
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４．その他

(1）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）　無 

(2）中間連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更

①　会計基準等の改正に伴う変更　有

②　①以外の変更　　　　　　　　無

（注）詳細は、21ページ「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」をご覧ください。

(3）発行済株式数（普通株式）

①　期末発行済株式数（自己株式を含む） 19年９月中間期 55,677,164株 18年９月中間期 55,677,164株 19年３月期 55,677,164株

②　期末自己株式数 19年９月中間期 219,562株 18年９月中間期 197,423株 19年３月期 209,350株

（注）１株当たり中間（当期）純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、38ページ「１株当たり情報」

をご覧ください。

（参考）個別業績の概要

１．平成19年９月中間期の個別業績（平成19年４月１日～平成19年９月30日）

(1）個別経営成績 （％表示は対前年中間期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 中間（当期）純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年９月中間期 19,948 △19.6 △1,473 － △1,704 － △6,175 －

18年９月中間期 24,815 △6.1 △878 － △1,127 － △1,277 －

19年３月期 68,230 － 1,545 － 1,065 － 789 －

１株当たり中間
（当期）純利益

円 銭

19年９月中間期 △111 35

18年９月中間期 △23 03

19年３月期 14 23

(2）個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

19年９月中間期 38,807 △1,990 △5.1 △35 89

18年９月中間期 50,955 2,345 4.6 42 27

19年３月期 52,933 4,328 8.2 78 04

（参考）自己資本 19年９月中間期 △1,990百万円 18年９月中間期 2,345百万円 19年３月期 4,328百万円

２．平成20年３月期の個別業績予想（平成19年４月１日～平成20年３月31日）

（％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 67,000 △1.8 1,800 16.5 600 △43.7 △4,350 － △78 43

　上記予想は、本資料の発表において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な要因に

　　よって予想数値と異なる場合があります。

　なお、上記予想に関する事項は、添付資料３ページをご参照ください。
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１．経営成績
(1）経営成績に関する分析

①当中間期の概況

 当中間連結会計期間におけるわが国経済は、好調な企業業績を背景とした設備投資の増加に加え、雇用情勢の改善や個

人消費の持ち直しの動きがみられるなど、景気は引き続き回復基調のうちに推移いたしました。

　建設業界におきましては、民間設備投資は企業収益の改善を背景に増加傾向を維持しましたが、公共建設投資は、構

造的な縮減傾向が続いたことから引き続き厳しい受注環境となりました。

　このような状況のもと、平成１７年１１月に収益力の強化と財務体質の改善を企図した「中期経営計画」を策定し、

全役職員一丸となって得意分野・高需要分野の事業強化や組織・営業拠点の再編、人的資源の再配置・削減、ノンコア

事業の撤退・縮小、ノンコア資産の圧縮による有利子負債の削減を進めてまいりました。

　しかしながら、当社の中核事業である建設事業は近年、公共建設投資の大幅な減少や入札制度改革に伴い、受注環境

は熾烈を極めております。

　このような厳しい経営環境を背景として、今回、当社は、コア事業である建設事業のうち、得意分野、高需要分野へ

の資源の集中と有利子負債の削減をさらに加速させるべく、将来のリスク要因となりうる建設事業以外のノンコア事業

からの完全撤退を企図した事業の再構築を行うことにいたしました。具体的には、当社が保有する固定資産および販売

用不動産を早期に売却するため、評価の見直しを実施するとともに、当社グループにおいてノンコア事業であるリース

業を事業内容とする当社連結子会社である株式会社ハイテクリースを清算することにいたしました。

　これらの結果、売上高20,411百万円（前年同期比19.3％減）、営業損失1,488百万円（前年同期は営業損失793百万円）、

経常損失1,738百万円（前年同期は経常損失1,063百万円）となりました。また、事業構造改革損失等特別損失として 

4,944百万円を計上いたしましたので、6,591百万円の中間純損失（前年同期は中間純損失1,213百万円）となりまし

た。

　当社グループは当中間連結会計期間において多額の損失を計上した結果、2,170百万円の債務超過となりましたが、１

１月１６日付け当社プレスリリースいたしました「第三者割当による新株式（普通株式、乙種優先株式）の発行、定款

の一部変更、社外取締役の招聘、並びに主要株主である筆頭株主及び親会社の異動に関するお知らせ」のとおり第三者

割当増資により債務超過は解消される予定です。

　株主の皆さまをはじめとするステークホルダーの皆さまに対して多大なご迷惑をおかけいたしますことを心から深く

お詫び申し上げます。

　当社といたしましては、今後、コア事業へ集中し、収益力の更なる向上及び財務体質の改善に向けて全役職員一丸と

なり邁進してまいります。

　何卒、ご理解賜りますようお願い申し上げます。

 

②通期の見通し

　今後のわが国経済は、好調な企業業績や国内外の需要拡大など、持続的成長が期待されるものの、米国経済の不透明

感や原油価格のさらなる上昇も懸念され、予断を許さない経営環境が続くものと予想されます。

　建設業界におきましては、民間設備投資の増加傾向は続くものと思われますが、公共建設投資は国および地方自治体

とも縮減傾向が継続されることから、引き続き厳しい受注環境が続くものと思われます。

　このような状況を踏まえ、通期の連結業績につきましては、売上高67,500百万円、営業利益1,600百万円、経常利益

350百万円、当期純損失4,800百万円を見込んでおります。 
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(2）財政状態に関する分析

　資産、負債、純資産及びキャッシュ・フローの状況に関する分析

　当中間連結会計期間末の資産については、流動資産の残高は26,561百万円で前連結会計年度末に比べて9,246百万円

減少しております。現金預金の減少1,467百万円、受取手形・完成工事未収入金等の減少10,248百万円、販売用不動産

の減少1,905百万円、未成工事支出金の増加4,062百万円等が主な要因であります。固定資産の残高は、13,185百万円

で前連結会計年度末に比べて4,627百万円減少しております。有形固定資産の減少4,034百万円、投資その他の資産の

減少609百万円等が主な要因であります。

　当中間連結会計期間末の負債については、流動負債の残高は30,654百万円で前連結会計年度末に比べて5,705百万円

減少しております。支払手形・工事未払金等の減少6,285百万円、短期借入金の減少2,358百万円、未成工事受入金の

増加2,867百万円等が主な要因であります。固定負債の残高は、11,263百万円で前連結会計年度末に比べて1,435百万

円減少しております。長期借入金の減少1,663百万円等が主な要因であります。

　当中間連結会計期間末の純資産については、前連結会計年度末に比べて6,732百万円減少しております。利益剰余金

の減少6,591百万円等が主な要因であります。

　当中間連結会計期間のキャッシュ・フローについては、営業活動により2,035百万円増加し、投資活動により520百

万円増加し、財務活動により4,022百万円減少した結果、現金及び現金同等物は1,467百万円減少し、当中間連結会計

期間末残高は5,110百万円となりました。当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は

次のとおりであります。

　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　　営業活動の結果得られた資金は2,035百万円（前年同期比521百万円の増加）となりました。これは主に、税金等

調整前中間純損失6,600百万円に、減価償却費481百万円、事業構造改革損失4,259百万円等非資金項目を調整した収

入のほか、売上債権の減少額10,248百万円、未成工事受入金の増加額2,867百万円による資金の増加、未成工事支出

金の増加額4,062百万円、仕入債務の減少額6,337百万円による資金の減少等によるものであります。　

　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　　投資活動の結果得られた資金は520百万円（前年同期は145百万円の支出）となりました。これは主に、有形固定

資産売却477百万円、その他投資の解約等による収入339百万円による資金の増加、有形固定資産取得260百万円によ

る資金の減少等によるものであります。

　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　　財務活動によるキャッシュフローは4,022百万円の支出（前年同期比2,152百万円の支出増）となりました。これ

は主に、有利子負債の削減による資金の減少等によるものであります。 

　　　なお、キャッシュ・フロー指標のトレンドは、次のとおりであります。

 

平成17年9月
中間期

平成18年3月期
平成18年9月

中間期
平成19年3月期

平成19年9月
中間期

自己資本比率（％） 5.6 7.0 4.9 8.5 △5.5

時価ベースの自己資本比率

（％）
16.5 20.7 13.0 11.7 10.9

債務償還年数（年） － 9.2 － 4.7 －

インタレスト・カバレッジ・

レシオ（倍）
－ 4.9 － 7.8 －

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

（注1）いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

（注2）株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。

（注3）営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用して

おります。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象として

おります。また、利払いにつきましては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。

※平成17年９月、平成18年９月及び平成19年９月の債務償還年数及びインタレスト・カバレッジ・レシオは、営業

キャッシュ・フローが半期であるため記載しておりません。
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(3）利益配分に関する基本方針及び当期の配当

　利益配分につきましては、企業体質の強化や内部留保の充実による経営基盤の強化を図りながら株主への安定的な利

益還元に努め、当期の業績や経営環境などを勘案して決定することを基本方針としております。

　しかしながら、当期につきましては、既に公表しておりますとおり中間配当並びに期末配当は見送らせていただきま

す。

 

 

(4）事業等のリスク

　以下において、当社の事業展開上のリスク要因となる可能性があると考えられる主な項目を記載しております。また、

必ずしも事業上のリスクに該当しない事項についても、投資者の投資判断上、重要であると考えられる事項については、

情報開示の観点から積極的に開示しております。なお、当社はこれらのリスク発生の可能性を確認した上で、発生の回

避および発生した場合の対応に努める方針であります。

 

①公共事業への依存

　当社は受注高のおよそ８割を公共事業に依存しているため、予想を超える公共事業の削減が行われた場合には、業績

に影響を与える可能性があります。

 

②他社との競合

　当社の事業は受注産業であるため、他社との競合が激化することで採算が悪化し、業績に影響を与える可能性があり

ます。

③取引先の与信

　工事の受注から代金回収まで、相当な期間を要する場合がありますので、取引先の業況悪化等により工事代金の回収

遅延や貸倒が発生し、業績に影響を与える可能性があります。

④瑕疵担保責任

　品質管理には万全を期しておりますが、瑕疵担保責任および製造物責任による損害賠償が発生した場合は、業績に影

響を与える可能性があります。

⑤資材価格の変動

　原材料の価格が高騰した際、請負代金に反映することが困難な場合には、業績に影響を及ぼす可能性があります。

⑥資産保有リスク

　営業活動のため、不動産・有価証券等の資産を保有しているため、時価の変動により、業績に影響を与える可能性が

あります。

⑦金利の変動

　社会情勢に急激な変化により予想を超える金利の上昇があった場合、業績に影響を与える可能性があります。

⑧法的規制

 当社は建設業を主たる事業としており、建設業法をはじめとする法的規制を受けておりますので、法改正等により、業

績に影響を与える可能性があります。

 

⑨季節的要因

　当社の主要事業は公共工事であり、施工のピークは第３四半期以降に集中する傾向があるので、第１四半期、中間期

においては利益の計上が見込めません。

　従いまして、当社は年度末の業績を主眼に管理しております。
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２．企業集団の状況
　最近の有価証券報告書（平成19年７月５日提出）における「事業系統図（事業の内容）」及び「関係会社の状況」か

ら重要な変更がないため、開示を省略しております。

　なお、連結子会社㈱ハイテクリースにつきましては、当社グループのコア事業への経営資源の集中を進めるため、平

成19年11月16日開催の当社取締役会において、解散及び清算の手続きに入ることを決議しました。 
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３．経営方針
(1）会社の経営の基本方針

　当社は、「社会に貢献し、信頼される会社」、「投資家にとって魅力ある会社」、「社員が働きがいと夢を持てる会

社」を経営理念とし、「優位性のある特殊技術を生かし、社会基盤の整備に貢献する会社」を経営ビジョンに掲げてお

ります。

　しかしながら、連結子会社㈱ハイテクリースが、過年度にわたり不適切な会計処理を行っていたことに鑑み、コンプ

ライアンス体制・リスク管理の充実を強化いたします。

　また、コア事業への集中による収益力の更なる向上、ノンコア資産の早期売却による財務体質の改善、「環境・防災・

補修補強・都市再生」に関連する専門技術、工法を有し、「総合提案力がある専門工事を得意とする建設会社」として、

環境に配慮し持続的な成長発展を図り、当社グループの企業価値をより高めることを経営方針としております。

(2)目標とする経営指標、(3)中長期的な会社の経営戦略

　平成19年3月期決算短信（平成19年7月5日開示）により開示を行った内容から重要な変更がないため開示を省略してお

ります。

　当該決算短信は、次のＵＲＬからご覧いただくことができます。

（当社ホームページ）

 http://www.nittoc.co.jp

（東京証券取引所ホームページ（上場会社情報検索ページ））

 http://www.tse.or.jp/listing/compsearch/index.html
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４．中間連結財務諸表
(1) 中間連結貸借対照表

  
前中間連結会計期間末
（平成18年９月30日）

当中間連結会計期間末
（平成19年９月30日）

対前中間
期比

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
（平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

増減
(百万円)

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部）            

Ⅰ　流動資産            

１　現金預金   4,056   5,110    6,577  

２　受取手形・完
成工事未収入
金等

※１  17,339   11,324    21,572  

３　販売用不動産   2,741   549    2,455  

４　未成工事支出
金

  7,776   8,107    4,045  

５　その他 ※２  1,683   1,711    1,496  

　　貸倒引当金   △229   △242    △339  

流動資産合計   33,368 64.0  26,561 66.8 △6,806  35,807 66.8

Ⅱ　固定資産            

１　有形固定資産 ※３           

(1）建物・構築
物

※４ 3,651   2,040    3,353   

(2）機械・運搬
具・工具器
具備品

 1,074   913    1,031   

(3）土地 ※５ 8,713   7,104    8,517   

(4）その他  1,521 14,961 28.7 247 10,305 25.9 △4,656 1,436 14,339 26.7

２　無形固定資産  331 331 0.6 389 389 1.0 57 372 372 0.7

３　投資その他の
資産

           

(1）投資有価証
券

※６ 2,411   2,031    2,276   

(2）その他  1,909   922    1,495   

貸倒引当金  △850 3,469 6.7 △462 2,491 6.3 △978 △670 3,101 5.8

固定資産合計   18,762 36.0  13,185 33.2 △5,576  17,813 33.2

資産合計   52,130 100  39,747 100 △12,382  53,621 100
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前中間連結会計期間末
（平成18年９月30日）

当中間連結会計期間末
（平成19年９月30日）

対前中間
期比

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
（平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

増減
(百万円)

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部）            

Ⅰ　流動負債            

１　支払手形・工
事未払金等

※７  15,983   12,670    18,956  

２　短期借入金 ※８  11,212   9,969    12,327  

３　未成工事受入
金

  5,840   5,735    2,868  

４　完成工事補償
引当金

  120   119    134  

５　工事損失引当
金

  －   207    86  

６　賞与引当金   162   159    100  

７　その他 ※９  2,058   1,792    1,887  

流動負債合計   35,377 67.9  30,654 77.1 △4,722  36,360 67.8

Ⅱ　固定負債            

１　長期借入金 ※10  9,618   6,280    7,943  

２　退職給付引当
金

  4,068   4,560    4,314  

３　その他   500   422    441  

固定負債合計   14,187 27.2  11,263 28.4 △2,923  12,699 23.7

負債合計   49,564 95.1  41,918 105.5 △7,646  49,059 91.5

（純資産の部）            

Ⅰ　株主資本            

１　資本金   3,052 5.9  3,052 7.7 －  3,052 5.7

２　資本剰余金   753 1.4  753 1.9 －  753 1.4

３　利益剰余金   △1,872 △3.6  △6,385 △16.1 △4,513  205 0.4

４　自己株式   △62 △0.1  △64 △0.2 △2  △63 △0.1

株主資本合計   1,871 3.6  △2,644 △6.7 △4,515  3,947 7.4

Ⅱ　評価・換算差額
等

           

１　その他有価証
券評価差額金

  695 1.3  473 1.2 △221  613 1.1

評価・換算差額
等合計

  695 1.3  473 1.2 △221  613 1.1

純資産合計   2,566 4.9  △2,170 △5.5 △4,736  4,561 8.5

負債純資産合計   52,130 100  39,747 100 △12,382  53,621 100
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(2) 中間連結損益計算書

  
前中間連結会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

対前中間
期比

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

増減
(百万円)

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高            

１　完成工事高  24,835   19,985    68,267   

２　その他の事業
売上高

 445 25,281 100 426 20,411 100 △4,869 930 69,197 100

Ⅱ　売上原価            

１　完成工事原価  22,637   18,547    60,576   

２　その他の事業
売上原価

 344 22,982 90.9 345 18,892 92.6 △4,089 726 61,303 88.6

売上総利益            

１　完成工事総利
益

 2,198   1,438    7,690   

２　その他の事業
売上総利益

 100 2,299 9.1 80 1,518 7.4 △780 204 7,894 11.4

Ⅲ　販売費及び一般
管理費

※１  3,092 12.2  3,007 14.7 △85  6,201 9.0

営業利益又は
営業損失
（△）

  △793 △3.1  △1,488 △7.3 △694  1,692 2.4

Ⅳ　営業外収益            

１　受取利息  2   2    13   

２　受取配当金  16   19    29   

３　特許関連収入  13   11    42   

４　その他  17 50 0.2 12 45 0.2 △4 34 120 0.2

Ⅴ　営業外費用            

１　支払利息  272   238    536   

２　その他  46 319 1.3 56 295 1.4 △23 102 638 0.9

経常利益又は
経常損失
（△）

  △1,063 △4.2  △1,738 △8.5 △675  1,175 1.7

Ⅵ　特別利益            

１　固定資産売却
益

※２ 38   26    257   

２　投資有価証券
売却益

 6   2    6   

３　貸倒引当金戻
入益

 57   7    6   

４　償却債権取立
益

 －   30    －   

５　和解金収入  －   12    －   

６　その他  － 102 0.4 1 82 0.4 △20 － 270 0.4
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前中間連結会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

対前中間
期比

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

増減
(百万円)

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅶ　特別損失            

１　販売用不動産
評価損

 74   －    101   

２　固定資産除
却・売却損

※３ 117   447    160   

３　減損損失 ※４ －   98    138   

４　事業構造改革
損失 

※５ －   4,259    －   

５　その他  － 192 0.8 138 4,944 24.2 4,752 23 423 0.6

税金等調整前
当期純利益又
は中間純損失
（△）

  △1,152 △4.6  △6,600 △32.3 △5,448  1,022 1.5

法人税、住民
税及び事業税

 61   △9    157   

法人税等調整
額

 － 61 0.2 － △9 △0.0 △70 － 157 0.3

当期純利益又
は中間純損失
（△）

  △1,213 △4.8  △6,591 △32.3 △5,448  864 1.2
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(3) 中間連結株主資本等変動計算書

前中間連結会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高（百万円） 3,052 6,749 △6,654 △61 3,086

中間連結会計期間中の変動額      

欠損てん補  △5,996 5,996  －

中間純損失   △1,213  △1,213

自己株式の処分   △0 1 0

自己株式の取得    △1 △1

株主資本以外の項目の中間連結会計
期間中の変動額（純額）

    ―

中間連結会計期間中の変動額合計
（百万円）

－ △5,996 4,782 △0 △1,215

平成18年９月30日残高（百万円） 3,052 753 △1,872 △62 1,871

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

平成18年３月31日残高（百万円） 887 3,973

中間連結会計期間中の変動額   

欠損てん補  －

中間純損失  △1,213

自己株式の処分  0

自己株式の取得  △1

株主資本以外の項目の中間連結会
計期間中の変動額（純額）

△192 △192

中間連結会計期間中の変動額合計
（百万円）

△192 △1,407

平成18年９月30日残高（百万円） 695 2,566
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当中間連結会計期間（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高（百万円） 3,052 753 205 △63 3,947

中間連結会計期間中の変動額      

中間純損失   △6,591  △6,591

自己株式の取得    △1 △1

株主資本以外の項目の中間連結会計
期間中の変動額（純額）

    －

中間連結会計期間中の変動額合計
（百万円）

  △6,591 △1 △6,592

平成19年９月30日残高（百万円） 3,052 753 △6,385 △64 △2,644

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

平成19年３月31日残高（百万円） 613 4,561

中間連結会計期間中の変動額   

中間純損失  △6,591

自己株式の取得  △1

株主資本以外の項目の中間連結会
計期間中の変動額（純額）

△139 △139

中間連結会計期間中の変動額合計
（百万円）

△139 △6,732

平成19年９月30日残高（百万円） 473 △2,170
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前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高（百万円） 3,052 6,749 △6,654 △61 3,086

連結会計年度中の変動額      

欠損てん補  △5,996 5,996  －

当期純利益   864  864

自己株式の処分   △1 2 0

自己株式の取得    △3 △3

株主資本以外の項目の連結会計年度
中の変動額（純額）

     

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

－ △5,996 6,860 △1 862

平成19年３月31日残高（百万円） 3,052 753 205 △63 3,947

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

平成18年３月31日残高（百万円） 887 3,973

連結会計年度中の変動額   

欠損てん補  －

当期純利益  864

自己株式の処分  0

自己株式の取得  △3

株主資本以外の項目の連結会計年
度中の変動額（純額）

△274 △274

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

△274 588

平成19年３月31日残高（百万円） 613 4,561
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(4) 中間連結キャッシュ・フロー計算書

  
前中間連結会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

対前中間期比

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）
増減

(百万円)
金額（百万円）

Ⅰ　営業活動によるキャッ
シュ・フロー

     

１　税金等調整前当期純
利益又は中間純損失
（△）

 △1,152 △6,600 △5,448 1,022

２　減価償却費  505 481 △23 1,007

３　減損損失  － 98 98 138

４　貸倒引当金の減少額  △180 △17 163 △251

５　完成工事補償引当金
の増加額・減少
（△）額

 24 △15 △39 38

６　工事損失引当金の増
加額 

 － 121 121 86

７　賞与引当金の増加額  64 59 △5 2

８　退職給付引当金の増
加額

 228 245 17 474

９　販売用不動産評価損  74 － △74 101

10　事業構造改革損失  － 4,259 4,259 －

11　固定資産売却益  △38 △26 11 △257

12　固定資産除却・売却
損

 117 447 329 160

13　有価証券・投資有価
証券売却益

 △6 △2 3 △6

14　受取利息・受取配当
金

 △19 △22 △2 △43

15　支払利息  272 238 △33 536

16　売上債権の減少額  6,436 10,248 3,811 2,202

17　販売用不動産の減少
額

 166 243 76 425

18　未成工事支出金の増
加（△）額・減少額

 △3,570 △4,062 △492 161

19　その他資産の増加
（△）・減少額

 206 △104 △311 707

20　仕入債務の減少
（△）額

 △3,935 △6,337 △2,401 △953

21　未成工事受入金の増
加・減少（△）額

 2,380 2,867 486 △591

22　その他負債の増加額  226 119 △106 23

23　その他  － 52 52 △2

小計  1,799 2,295 495 4,980

24　利息及び配当金の受
取額

 19 22 2 43

25　利息の支払額  △257 △215 41 △561

26　法人税等の支払額  △47 △66 △18 △106

営業活動による
キャッシュ・フロー

 1,514 2,035 521 4,355
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前中間連結会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

対前中間期比

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）
増減

(百万円)
金額（百万円）

Ⅱ　投資活動によるキャッ
シュ・フロー

     

１　有価証券・投資有価
証券取得による支出

 △3 △3 0 △7

２　有価証券・投資有価
証券売却による収入

 56 16 △39 56

３　有形固定資産の取得
による支出

 △429 △260 164 △780

４　有形固定資産売却に
よる収入

 312 477 164 968

５　無形固定資産取得に
よる支出

 △107 △58 48 △196

６　無形固定資産売却に
よる収入

 0 0 0 1

７　その他投資の解約等
による収入

 － 339 339 －

８　貸付金による支出  △8 － 8 △8

９　貸付金の回収による
収入

 34 8 △25 63

投資活動による
キャッシュ・フロー

 △145 520 665 96

Ⅲ　財務活動によるキャッ
シュ・フロー

     

１　短期借入れによる収
入

 8,396 684 △7,712 19,759

２　短期借入金の返済に
よる支出

 △8,196 △3,042 5,154 △18,444

３　長期借入れによる収
入

 － － － 60

４　長期借入金の返済に
よる支出

 △2,069 △1,663 406 △3,804

５　その他  △0 △1 0 △1

財務活動による
キャッシュ・フロー

 △1,870 △4,022 △2,152 △2,431

Ⅳ　現金及び現金同等物の
減少（△）額

 △501 △1,467 △965 2,020

Ⅴ　現金及び現金同等物期
首残高

 4,557 6,577 2,020 4,557

Ⅵ　現金及び現金同等物中
間期末（期末）残高

 
4,056 5,110 1,054 6,577
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継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

前中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

────── 　平成19年6月27日に公表したように、

当社の連結子会社である株式会社ハ

イテクリースにおいて生じた不適切

な会計処理により過年度公表済の有

価証券報告書及び半期報告書を訂正

する事実が発生したことで、当社グ

ループの金融機関からの借入金16,249

百万円（当中間連結会計期間末現在）

に対する表明保証に抵触し、継続企

業の前提に関する重要な疑義が生じ

ている。

　当社グループは、このような状況

を受けて、平成19年11月16日開催の

当社取締役会において、固定資産及

び販売用不動産の早期売却、株式会

社ハイテクリースの清算等、ノンコ

ア事業からの完全撤退を決議し当中

間連結会計期間において4,259百万円

の事業構造改革損失を計上した。

　また、当社グループの営業形態と

して、下半期に完成する工事の割合

が著しく大きいことから当中間連結

会計期間において1,488百万円の営業

損失となり、上記特別損失等の計上

もあり、当連結会計期間において中

間純損失6,591百万円を計上すること

となった。この結果、当中間連結会

計期間末において2,170百万円の債務

超過となり、この面においても継続

企業の前提に関して重要な疑義が生

じることになった。

　当社グループはこの疑義を解消す

べく、平成19年11月16日開催の当社

取締役会決議に基づき、同日付でフェ

ニックス・キャピタル・パートナー

ズ・シックス投資事業組合を割当先

として、業務執行組合員であるフェ

ニックス・キャピタル株式会社との

間で、6,000百万円（差引手取概算額

5,710百万円）の新株引受契約を締結

し、平成20年1月18日を払込期日とす

る第三者割当増資を予定している。

これにより、債務超過は解消できる

見込みである。

　当社グループは金融機関に対して

20,271百万円（平成19年３月31日現在）

の借入金を有しているところ、平成１

９年６月２７日に公表したように、当

社の連結子会社である株式会社ハイテ

クリース（以下「ハイテク」という。）

において生じた不適切な会計処理によ

り過年度公表済有価証券報告書及び半

期報告書を訂正する事実が発生したこ

とにより、継続企業の前提に関する重

要な疑義が生じている。

　当社グループは当該疑義を解消すべ

く、ハイテクについてはリース債権の

リストラ及び事業譲渡等を含む事業再

編を検討する。また、「中期経営計画」

に基づき、営業拠点の縮小・閉鎖、退

職金制度の見直し、役員報酬のカット

等経費削減を徹底して取り組み、ノン

コア・ビジネスの賃貸用不動産、販売

用不動産及び事業用資産の早期売却を

積極的に行っていくことにより、さら

なる有利子負債の圧縮を目指す。さら

に、金融機関との取引の安定化のため

に、取引金融機関を中心とした協調関

係の維持と支援体制の継続の協議を行っ

ている。

　このような状況の中、短期借入金に

ついては取引金融機関から平成19年６

月末残高の継続と運転資金支援のご理

解とご協力をいただくべく協議を行っ

ている。

　さらに、現在第三者割当による資本

政策を検討しており、このような施策

の結果、継続企業の前提に関する重要

な疑義を解消できるものと判断してい

る。

　連結財務諸表は継続企業を前提とし

て作成されており、上記のような重要

な疑義の影響を連結財務諸表に反映し

ていない。
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前中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

 　また、金融機関からの借入金につい

ては、上記第三者割当増資の予定にあ

わせてリファイナンスに向けた協議を

行っている。 

　この結果、継続企業の前提に関する

重要な疑義を解消できるものと判断し

ている。

　中間連結財務諸表は継続企業を前提

として作成されており、上記のような

重要な疑義の影響を中間連結財務諸表

には反映していない。
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前中間連結会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

１　連結の範囲に関する事

項

連結子会社数　２社

株式会社ハイテクリース

緑興産株式会社

連結子会社数　２社

株式会社ハイテクリース

緑興産株式会社

連結子会社数　２社

株式会社ハイテクリース

 　緑興産株式会社

 非連結子会社数　２社

ドーム建設工業株式会社

島根アースエンジニアリ

ング株式会社

非連結子会社数　２社

ドーム建設工業株式会社

島根アースエンジニアリ

ング株式会社

非連結子会社数　２社

ドーム建設工業株式会社

 　島根アースエンジニアリン

グ株式会社

 連結の範囲から除いた理

由

　非連結子会社は、いずれ

も小規模会社であり、合計

の総資産、売上高、中間純

損益（持分に見合う額）及

び利益剰余金（持分に見合

う額）等は、いずれも中間

連結財務諸表に重要な影響

を及ぼしていないため、連

結の範囲から除外している。

連結の範囲から除いた理

由

同左

連結の範囲から除いた理

由

　非連結子会社は、いずれ

も小規模会社であり、合計

の総資産、売上高、当期純

損益（持分に見合う額）及

び利益剰余金（持分に見合

う額）等は、いずれも連結

財務諸表に重要な影響を及

ぼしていないため、連結の

範囲から除外している。

２　持分法の適用に関する

事項

持分法非適用の非連結子会

社

ドーム建設工業株式会社

島根アースエンジニアリ

ング株式会社

持分法非適用の非連結子会

社

ドーム建設工業株式会社

島根アースエンジニアリ

ング株式会社

持分法非適用の非連結子会

社

ドーム建設工業株式会社

 　島根アースエンジニアリン

グ株式会社

 持分法を適用しない理由

　非連結子会社２社は、そ

れぞれ中間純損益及び利益

剰余金等に及ぼす影響が軽

微であり、かつ全体として

も重要性がないため、持分

法の適用から除外している。

持分法を適用しない理由

同左

持分法を適用しない理由

　非連結子会社２社は、そ

れぞれ当期純損益及び利益

剰余金等に及ぼす影響が軽

微であり、かつ全体として

も重要性がないため、持分

法の適用から除外している。

３　連結子会社の中間決算

日（決算日）等に関す

る事項

　連結子会社の中間事業年

度の末日は９月30日であり、

中間連結決算日と一致して

いる。

同左 　連結子会社の事業年度の

末日は３月31日であり、連

結決算日と一致している。
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項目
前中間連結会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

４　会計処理基準に関する

事項

   

(1）重要な資産の評価基

準及び評価方法

有価証券

①　満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）

有価証券

①　満期保有目的の債券

同左

有価証券

①　満期保有目的の債券

同左

 ②　その他有価証券

時価のあるもの

　中間連結決算日の市

場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純

資産直入法により処理

し、売却原価は移動平

均法により算定してい

る。）

②　その他有価証券

時価のあるもの

同左

②　その他有価証券

時価のあるもの

　連結決算期末日の市

場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純

資産直入法により処理

し、売却原価は移動平

均法により算定してい

る。）

 時価のないもの

　移動平均法による原

価法

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

 デリバティブ

時価法

デリバティブ

同左

デリバティブ

同左

 たな卸資産

①　販売用不動産

　個別法による原価法

たな卸資産

①　販売用不動産

同左

たな卸資産

①　販売用不動産

同左

 ②　未成工事支出金

　個別法による原価法

②　未成工事支出金

同左

②　未成工事支出金

同左

 ③　材料貯蔵品

　先入先出法による原価

法

③　材料貯蔵品

同左

③　材料貯蔵品

同左
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項目
前中間連結会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

(2）重要な減価償却資産

の減価償却の方法

有形固定資産

　当社及び連結子会社は主

として定率法（ただし、平

成10年４月１日以降に取得

した建物（附属設備を除

く）については、定額法）

によっている。

　株式会社ハイテクリース

のリース資産については、

リース期間満了時の処分見

積価額を残存価額とする定

額法によっている。

　なお、耐用年数及び残存

価額については、主として

法人税法に規定する方法と

同一の基準によっている。

有形固定資産

　当社及び連結子会社は主

として定率法（ただし、平

成10年４月１日以降に取得

した建物（附属設備を除

く）については、定額法）

によっている。

　株式会社ハイテクリースの

リース資産については、リー

ス期間満了時の処分見積価額

を残存価額とする定額法に

よっている。

　なお、耐用年数及び残存価

額については、主として法人

税法に規定する方法と同一の

基準によっている。

有形固定資産

　当社及び連結子会社は主

として定率法（ただし、平

成10年４月１日以降に取得

した建物（附属設備を除

く）については、定額法）

によっている。

　株式会社ハイテクリースの

リース資産については、リー

ス期間満了時の処分見積価額

を残存価額とする定額法に

よっている。

　なお、耐用年数及び残存価

額については、主として法人

税法に規定する方法と同一の

基準によっている。

  （会計方針の変更）

　当社及び連結子会社は、

法人税法の改正に伴い、当

中間連結会計期間より、平

成19年4月1日以降に取得し

た有形固定資産について、

改正後の法人税法に基づく

減価償却の方法に変更して

いる。

　これにより売上総利益は3

百万円減少し、営業損失、

経常損失及び税金等調整前

中間純損失はそれぞれ3百万

円増加している。

（追加情報）

　当社及び連結子会社は、

法人税法の改正に伴い、平

成19年3月31日以前に取得し

た有形固定資産については、

改正前の法人税法に基づく

減価償却の方法の適用によ

り、取得価額の5％に到達し

た連結会計年度の翌連結会

計年度より取得価額の5％相

当額と備忘価額との差額を5

年間にわたり均等償却し、

減価償却費に含めて計上し

ている。 

　これにより売上総利益は

22百万円減少し、営業損失、

経常損失及び税金等調整前

中間純損失がそれぞれ27百

万円増加している。 
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項目
前中間連結会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

 無形固定資産

　定額法によっている。

　なお、自社利用のソフト

ウェアについては、社内に

おける利用可能期間（５

年）に基づいている。

無形固定資産

定額法によっている。

　ただし、自社利用のソフト

ウェアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）に

基づく定額法によっている。

無形固定資産

同左

 

(3）重要な引当金の計上

基準

貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸

倒による損失に備えるため、

一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個

別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上して

いる。

貸倒引当金

同左

貸倒引当金

同左

 完成工事補償引当金

　完成工事に係る瑕疵担保

等の費用に備えるため、当

中間連結会計期間末に至る

１年間の完成工事高に対す

る将来の見積補償額に基づ

いて計上している。

完成工事補償引当金

同左

完成工事補償引当金

　完成工事に係る瑕疵担保

等の費用に備えるため、当

連結会計年度の完成工事高

に対する将来の見積補償額

に基づいて計上している。

 工事損失引当金

　受注工事に係る将来の損

失に備えるため、当中間連

結会計期間末手持工事のう

ち損失の発生が見込まれ、

かつ、その金額を合理的に

見積もることが出来る工事

について、損失見込額を計

上している。

工事損失引当金

同左

工事損失引当金

　受注工事に係る将来の損

失に備えるため、当連結会

計年度末手持工事のうち損

失の発生が見込まれ、かつ、

その金額を合理的に見積も

ることができる工事につい

て、損失見込額を計上して

いる。

 賞与引当金

　従業員賞与の支払に充て

るため、支給見込額に基づ

き計上している。

賞与引当金

同左

賞与引当金

同左
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項目
前中間連結会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備え

るため当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、

当中間連結会計期間末にお

いて発生していると認めら

れる額を計上している。

　なお、会計基準変更時差

異（3,671百万円）は、10年

による均等額を費用処理し

ている。

　数理計算上の差異は、各

連結会計年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度より費用処

理することとしている。

退職給付引当金

同左

 

 

退職給付引当金

　従業員の退職給付に備え

るため当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき計

上している。

　なお、会計基準変更時差

異（3,671百万円）は、10年

による均等額を費用処理し

ている。

　数理計算上の差異は、各

連結会計年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度より費用処

理又は費用の減額処理をす

ることとしている。

(4）重要なリース取引の

処理方法

　リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

いる。

同左 同左

(5）重要なヘッジ会計の

方法

①　ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっ

ている。

　また、ヘッジ会計の要

件を満たす金利スワップ

については、特例処理を

採用している。

①　ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によって

いる。

　ただし、特例処理の要件を

満たす金利スワップについて

は、特例処理を採用している。

①　ヘッジ会計の方法

同左

　

 ②　ヘッジ手段とヘッジ対

象

ヘッジ手段

　デリバティブ取引

（金利スワップ）

②　ヘッジ手段とヘッジ対

象

ヘッジ手段

　　　金利スワップ

②　ヘッジ手段とヘッジ対

象

ヘッジ手段

　　　デリバティブ取引

　　（金利スワップ）

 ヘッジ対象

　キャッシュ・フロー

が固定され、その変動

が回避されるもの

ヘッジ対象

　　　借入金

ヘッジ対象

　キャッシュ・フロー

が固定され、その変動

が回避されるもの
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項目
前中間連結会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

 ③　ヘッジ方針

　デリバティブ取引に関

する内部規定に基づき、

金利変動のリスクを一定

の範囲内でヘッジしてい

る。

③　ヘッジ方針

同左

③　ヘッジ方針

同左

 ④　ヘッジ有効性評価の方

法

　ヘッジ対象とヘッジ手

段について、それぞれ

キャッシュ・フロー総額

の変動額を比較し、それ

ぞれの間に高い相関関係

があるかどうか有効性の

判定を行っている。

④　ヘッジ有効性評価の方

法

同左

④　ヘッジ有効性評価の方

法

同左

(6）その他中間連結財務

諸表（連結財務諸

表）作成のための基

本となる重要な事項

完成工事高の計上基準

　完成工事高の計上は、工

事完成基準によっているが、

親会社については、一定の

基準（工期が１年を超え、

かつ請負金額が３億円以上

の工事）に該当する長期大

型工事については、工事進

行基準によっている。

　工事進行基準によった完

成工事高は、4,297百万円で

ある。

完成工事高の計上基準

　完成工事高の計上は、工

事完成基準によっているが、

親会社については、一定の

基準（工期が１年を超え、

かつ請負金額が３億円以上

の工事）に該当する長期大

型工事については、工事進

行基準によっている。

　工事進行基準によった完

成工事高は、3,209百万円で

ある。

完成工事高の計上基準

　完成工事高の計上は、工

事完成基準によっているが、

親会社については、一定の

基準（工期が１年を超え、

かつ請負金額が３億円以上

の工事）に該当する長期大

型工事については、工事進

行基準によっている。

　工事進行基準によった完

成工事高は、8,721百万円で

ある。

 消費税等の会計処理

　消費税等に相当する額の

会計処理は、税抜方式に

よっている。

消費税等の会計処理

同左

消費税等の会計処理

同左

 連結納税制度の適用

　連結納税制度を適用して

いる。

連結納税制度の適用

同左

連結納税制度の適用

同左

５　中間連結（連結）

キャッシュ・フロー計

算書における資金の範

囲

　手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金

可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から

３ヶ月以内に償還期限の到

来する短期投資からなる。

同左 　連結キャッシュ・フロー

計算書における資金（現金

及び現金同等物）は、手許

現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短

期投資からなる。
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

（貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準）

　当中間連結会計期間より、「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号　平成17

年12月９日）及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」（企業会計基準適用指針第８

号　平成17年12月９日）を適用してい

る。

　これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は、2,566百万円である。

　なお、当中間連結会計期間における

中間連結貸借対照表の純資産の部につ

いては、中間連結財務諸表規則の改正

に伴い、改正後の中間連結財務諸表規

則により作成している。

──────

 

 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準）

　当連結会計年度より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号　平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」（企

業会計基準適用指針第８号　平成17年12

月９日）を適用している。

 

　従来の資本の部の合計に相当する金額

は、4,561百万円である。

　なお、当連結会計年度における連結貸

借対照表の純資産の部については、連結

財務諸表規則の改正に伴い、改正後の連

結財務諸表規則により作成している。
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表示方法の変更

前中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

────── 

 

（中間連結損益計算書）

　「償却債権取立益」は、前中間連結会計期間は、金額

的重要性が乏しく、営業外収益の「その他」に含めて表

示していたが、当中間連結会計期間において重要性が増

し、また、特別利益の100分の10を超えたため特別利益と

して区分掲記した。

　なお、前連結中間会計期間の営業外収益の「その他」

に含まれている「償却債権取立益」は、5百万円である。
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注記事項

（中間連結貸借対照表関係）

前中間連結会計期間末
（平成18年９月30日）

当中間連結会計期間末
（平成19年９月30日）

前連結会計年度末
（平成19年３月31日）

１　※３

有形固定資産減価償却累計額

14,268百万円

１　※３

有形固定資産減価償却累計額

12,907百万円

１　※３

有形固定資産減価償却累計額

14,201百万円

２　※４．※５．※６．※８．※10

担保資産

下記の資産は、長期借入金

6,892百万円及び短期借入金

（長期借入金からの振替額分含

む）7,486百万円の担保に供し

ている。

２　※４．※５．※６．※８．※10

担保資産

下記の資産は、長期借入金

4,270百万円及び短期借入金

（長期借入金からの振替額分含

む）6,608百万円の担保に供し

ている。

２　※４．※５．※６．※８．※10

担保資産

下記の資産は、長期借入金　

5,525百万円及び短期借入金

（長期借入金からの振替分を含

む）8,519百万円の担保に供し

ている。

建物・構築物 2,833百万円

土地 8,057 

投資有価証券 1,382 

計 12,272 

建物・構築物  1,876百万円

土地  6,812 

投資有価証券  1,080 

計 9,770 

建物・構築物 2,710百万円

土地 7,946 

投資有価証券 1,251 

計 11,908 

なお、上記長期借入金6,892百

万円、及び短期借入金7,486百

万円に対する根抵当権極度額は、

7,734百万円である。

なお、上記長期借入金4,270百

万円、及び短期借入金6,608百

万円に対する根抵当権極度額は、

7,734百万円である。

 なお、上記長期借入金5,525百

万円、及び短期借入金8,519百

万円に対する根抵当権極度額は、

7,734百万円である。

３　※６

下記の資産は、営業保証金として

供託している。

３　※６

下記の資産は、営業保証金として

供託している。

３　※６

下記の資産は、営業保証金として

供託している。

投資有価証券 19百万円 投資有価証券 19百万円 投資有価証券 19百万円

４　保証債務

(1）当社の販売物件購入に対する借

入金について保証を行っている。

４　保証債務

(1）当社の販売物件購入に対する借

入金について保証を行っている。

４　偶発債務（保証債務）

(1）当社の販売物件購入に対する借

入金について保証を行っている。

22件 126百万円 　21件 114百万円 22件 120百万円

(2）連結会社以外の下記の会社から

受注した建築工事において宅建

業法による手付金等の連帯保証

を行っている。

(2）　　　────── (2）連結会社以外の下記の会社から

受注した建築工事において宅建

業法による手付金等の連帯保証

を行っている。

㈱青山メインラ

ンド
18百万円

㈱エルシード 3 

康和地所㈱ 60 

夢ハウジング㈱ 27 

計 109 

㈱イオプラネッ

ト
7百万円

　　計 7 
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前中間連結会計期間末
（平成18年９月30日）

当中間連結会計期間末
（平成19年９月30日）

前連結会計年度末
（平成19年３月31日）

(3）住宅資金融資規定により、従業

員が銀行から借入れた住宅資金

に対し、その債務の保証を行っ

ている。

296百万円

(3）住宅資金融資規定により、従業

員が銀行から借入れた住宅資金

に対し、その債務の保証を行っ

ている。

243百万円

(3）住宅資金融資規定により、従業

員が銀行から借入れた住宅資金

に対し、その債務の保証を行っ

ている。

275百万円

 （4）　　──────  （4）　　────── (4）※２

  手形流動化に伴

う買戻し義務
262百万円

５　※８

当社においては、運転資金の効率

的な調達を行うため取引銀行６行

と当座貸越契約及び貸出コミット

メント契約を締結している。

当中間連結会計期間末における当

座貸越契約及び貸出コミットメン

ト契約に係る借入未実行残高等は

次のとおりである。

５　※８

当社においては、運転資金の効率

的な調達を行うため取引銀行　６

行と当座貸越契約及び貸出コミッ

トメント契約を締結している。

当中間連結会計期間末における当

座貸越契約及び貸出コミットメン

ト契約に係る借入未実行残高等は

次のとおりである。

５　※８

当社においては、運転資金の効率

的な調達を行うため取引銀行　６

行と当座貸越契約及び貸出コミッ

トメント契約を締結している。

当連結会計年度末における当座貸

越契約及び貸出コミットメント契

約に係る借入未実行残高等は次の

とおりである。

当座貸越極度額及

び貸出コミットメ

ントの総額

12,130百万円

借入実行残高 6,878

差引額 5,252

当座貸越極度額及

び貸出コミットメ

ントの総額

6,000百万円

借入実行残高 5,480

差引額  520

当座貸越極度額及

び貸出コミットメ

ントの総額

11,630百万円

借入実行残高  5,972

差引額  5,658

６　※１．※２．※７．※９

中間連結会計期間末日の満期手形

の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理している。

なお、当中間連結会計期間の末日

は金融機関の休日であったため、

次の中間連結会計期間末日満期手

形が中間会計期間期末残高に含ま

れている。

６　※１．※２．※７．※９

中間連結会計期間末日の満期手形

の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理している。

なお、当中間連結会計期間の末日

は金融機関の休日であったため、

次の中間連結会計期間末日満期手

形が中間会計期間期末残高に含ま

れている。

６　※１．※７．※９

当連結会計年度末日の満期手形の

会計処理については、手形交換日

をもって決済処理している。 

なお、当連結会計年度末日は、金

融機関の休日であったため、次の

満期手形が当連結会計年度末残高

に含まれている。

受取手形 250百万円

その他（営業外受

取手形）
5百万円

支払手形 685百万円

その他（設備関係

支払手形）
43百万円

受取手形 239百万円

営業外受取手形

（流動資産その

他）

9百万円

支払手形 700百万円

営業外支払手形

（流動負債その

他）

2百万円

受取手形 285百万円

支払手形 666百万円

設備関係支払手形

（流動負債その

他）

0百万円
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（中間連結損益計算書関係）

前中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

１　※１

このうち主要な費目及び金額は、

次のとおりである。

１　※１

このうち主要な費目及び金額は、

次のとおりである。

１　※１

このうち主要な費目及び金額は、

次のとおりである。

(1）従業員給料

手当
1,232百万円

(2）賞与引当金

繰入額
61

(3）退職給付費

用
341

(4）減価償却費 68

(1）従業員給料

手当
1,162百万円

(2）賞与引当金

繰入額
 67

(3）退職給付費

用
 331

(4）減価償却費  64

(1）従業員給料

手当
2,469百万円

(2）賞与引当金

繰入額
 36

(3）退職給付費

用
 672

(4）減価償却費  136

２　※２

固定資産売却益の内訳は次のとお

りである。

２　※２

固定資産売却益の内訳は次のとお

りである。

２　※２

固定資産売却益の内訳は次のとお

りである。

土地他 38百万円

合計 38

土地 14百万円

投資その他の資

産その他（ゴル

フ会員権）

12　　  

合計 26

建物・土地 257百万円

合計 257

３　※３

固定資産除却・売却損の内訳は次

のとおりである。

３　※３

固定資産除却・売却損の内訳は次

のとおりである。

３　※３

固定資産除却・売却損の内訳は次

のとおりである。

建物・構築物 65百万円

土地 51

長期前払費用 0

借地権 0

合計 117

建物・構築物 241百万円

土地  68

機械・運搬具・

工具器具備品
 29

有形固定資産そ

の他（リース資

産）

 66

投資その他の資

産その他（ゴル

フ会員権）

 41

合計 447

建物・土地他 157百万円

長期前払費用他  2

合計 160

４　当社グループの売上高は、通常の

営業の形態として、上半期に比べ

下半期に完成する工事の割合が大

きいため、連結会計年度の上半期

の売上高と下半期の売上高との間

に著しい相違があり、上半期と下

半期の業績に季節的変動がある。

４　　　　　　同左 ４　　　　――――――
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前中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

５　　　　―――――― ５　※４．※５　減損損失

当社グループは、以下の資産及び

資産グループについて減損損失を

計上した。 

 （単位：百万円）

用途 種類 場所
減損
損失

遊休資産 機械装置
埼玉県
南埼玉郡
他

98

合計   98

　また、以下の資産及び資産グルー

プについても減損損失を認識し、

事業構造改革損失として計上した。

 （単位：百万円）

用途 種類 場所
減損
損失

賃貸用資産 建物、土地
福島県
福島市

6

賃貸用資産
建物・構築
物、土地

茨城県
つくば市

 470

賃貸用資産
建物・構築
物、土地

宮城県
塩竈市

 260

賃貸用資産
建物・構築
物、土地

東京都
調布市

106

賃貸用資産 建物、土地
佐賀県
武雄市

 42

賃貸用資産

有形固定資
産その他
（リース資
産）

東京都
中央区

462 

事業用資産
建物・構築
物、備品、
土地

北海道
札幌市
中央区

 1,032

共用資産
（保養所）

建物・構築
物、土地

富山県
黒部市他

 52

遊休資産
建物・構築
物、土地

富山県
富山市他

 48

合計   2,481

５　※４　減損損失

　当社は、以下の資産及び資産グルー

プについて減損損失を計上した。

 

 （単位：百万円）

用途 種類 場所
減損
損失

賃貸用資産
建物・構築
物、備品、
土地

佐賀県
武雄市

 98

遊休資産 建物、土地
新潟県
南魚沼市

19

遊休資産
建物・構築
物、土地 

熊本県
球磨郡

 11

遊休資産 土地
鹿児島県
霧島市

 8

遊休資産
建物・構築
物

千葉県
野田市

 0

合計   138

 (グルーピングの方法） 

　事業用資産は、原則として最小利

益単位である部・支店毎にグループ

化し、本社等の共用資産については、

事業全体をグループ化している。ま

た、賃貸用資産、売却予定資産及び

遊休資産については、個々の物件単

位でグルーピングしている。

(グルーピングの方法）

　事業用資産は、原則として最小利

益単位である部・支店毎にグループ

化し、本社等の共用資産については、

事業全体をグループとし、これら以

外の賃貸用資産や将来の使用が見込

まれない遊休資産については個々の

物件単位でグルーピングをしている。
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前中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

 (経緯）

　陳腐化・老朽化により遊休資産と

なっている機械装置については、今

後も利用見込みがなく、減損損失を

認識した。

　また、事業構造改革損失として減

損損失を認識した資産及び資産グ

ループについては、平成19年11月16

日開催の当社取締役会において早期

売却を決議したことに伴い、回収可

能価額が帳簿価額を下回ることと

なったため、減損損失を認識し

た。

(経緯）

　賃貸用資産については、地価の著

しい下落及び賃貸水準の著しい低下

に伴い収益性が著しく低下したため、

減損損失を認識した。

　また、上記遊休資産としている建

物、構築物、土地については、営業

所、機材置場等として取得使用して

いたが、事業の効率化による営業所、

機材置場の統合等により現在は遊休

資産としており、今後の利用計画も

なく、地価も著しく下落しているた

め、減損損失を認識した。

 

 

 （減損損失の内訳）

建物・構築物 811百万円

機械・運搬具・

工具器具備品
 98

土地 1,208

有形固定資産そ

の他（リース資

産）

 462

合計 2,580

（注）事業構造改革損失として

計上した減損損失を含ん

でいる。

 

　

 

 

 （回収可能価額の算定方法）

　機械装置については、転用もしく

は売却が困難であることから、備忘

価格まで減額している。また、事業

構造改革損失として減損損失を認識

した資産及び資産グループについて

は、売却見込額又は鑑定評価等に基

づき算定している。

 （回収可能価額の算定方法）

　賃貸用資産については、売却予定

額に基づき算定している。

　また、遊休資産については、土地

は路線価、建物及び構築物は売却が

困難であることから、備忘価格まで

減額している。

６　　　　―――――― ６　※５　事業構造改革損失

　平成19年11月16日開催の当社取締

役会において、販売用不動産及び固

定資産の早期売却、連結子会社であ

る株式会社ハイテクリースの清算を

決議し、以下の事業構造改革損失を

計上した。

販売用不動産評

価損
1,662百万円

減損損失  2,481

清算関連費用等 115

合計 4,259

６　　　――――――
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（中間連結株主資本等変動計算書関係）

前中間連結会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

１　発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類
前連結会計年度末株式
数（株）

当中間連結会計期間増
加株式数（株）

当中間連結会計期間減
少株式数（株）

当中間連結会計期間末
株式数（株）

普通株式 55,677,164 － － 55,677,164

２　自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
前連結会計年度末株式
数（株）

当中間連結会計期間増
加株式数（株）

当中間連結会計期間減
少株式数（株）

当中間連結会計期間末
株式数（株）

普通株式 186,297 14,845 3,719 197,423

（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次の通りである。

単元未満株式の買取りによる増加　　14,845株

減少数の主な内訳は、次の通りである。

単元未満株式の買増請求による売渡しによる減少　3,719株

３　新株予約権等に関する事項

該当事項なし。

４　配当に関する事項

該当事項なし。

当中間連結会計期間（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）

１　発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類
前連結会計年度末株式
数（株）

当中間連結会計期間増
加株式数（株）

当中間連結会計期間減
少株式数（株）

当中間連結会計期間末
株式数（株）

普通株式 55,677,164 － － 55,677,164

２　自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
前連結会計年度末株式
数（株）

当中間連結会計期間増
加株式数（株）

当中間連結会計期間減
少株式数（株）

当中間連結会計期間末
株式数（株）

普通株式 209,350 10,212 － 219,562

（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次の通りである。

単元未満株式の買取りによる増加　　10,212株

３　新株予約権等に関する事項

該当事項なし。

４　配当に関する事項

該当事項なし。
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前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１　発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類
前連結会計年度末株式
数（株）

当連結会計年度増加株
式数（株）

当連結会計年度減少株
式数（株）

当連結会計年度末株式
数（株）

普通株式 55,677,164 － － 55,677,164

２　自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
前連結会計年度末株式
数（株）

当連結会計年度増加株
式数（株）

当連結会計年度減少株
式数（株）

当連結会計年度末株式
数（株）

普通株式 186,297 29,462 6,409 209,350

（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次の通りである。

単元未満株式の買取りによる増加　　　　　29,462株

減少数の主な内訳は、次の通りである。

単元未満株式の買増請求による売渡しによる減少　 　　6,409株

３　新株予約権等に関する事項

該当事項なし。

４　配当に関する事項

該当事項なし。

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係

（平成18年９月30日）

現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係

（平成19年９月30日）

現金及び現金同等物の期末残高と連結

貸借対照表に掲記されている科目の金

額との関係

（平成19年３月31日）

現金預金勘定 4,056百万円

現金及び現金同

等物
4,056

現金預金勘定 5,110百万円

現金及び現金同

等物
5,110

現金預金勘定 6,577百万円

現金及び現金同

等物
 6,577
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（有価証券関係）

（前中間連結会計期間末）（平成18年９月30日）

有価証券

１　満期保有目的の債券で時価のあるもの

種類
中間連結貸借対照表計上
額（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

(1）国債・地方債等 19 19 0

(2）社債 － － －

(3）その他 － － －

合計 19 19 0

２　その他有価証券で時価のあるもの

種類
取得原価
（百万円）

中間連結貸借対照表計上
額（百万円）

差額
（百万円）

(1）株式 590 1,752 1,162

(2）債券    

国債 － － －

(3）その他 4 9 4

合計 594 1,761 1,166

３　時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額

種類
中間連結貸借対照表計上額

（百万円）

(1）その他有価証券  

非上場株式 557
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（当中間連結会計期間末）（平成19年９月30日）

有価証券

１　満期保有目的の債券で時価のあるもの

種類
中間連結貸借対照表計上
額（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

(1）国債・地方債等 19 19 △0

(2）社債 － － －

(3）その他 － － －

合計 19 19 △0

２　その他有価証券で時価のあるもの

種類
取得原価
（百万円）

中間連結貸借対照表計上
額（百万円）

差額
（百万円）

(1）株式 582 1,374 792

(2）債券    

国債 － － －

(3）その他 4 9 4

合計 586 1,383 797

（注）その他有価証券で時価のあるものについて0百万円（株式0百万円）減損処理を行っている。 

 

３　時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額

種類
中間連結貸借対照表計上額

（百万円）

(1）その他有価証券  

非上場株式 556
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（前連結会計年度末）（平成19年３月31日）

有価証券

１　満期保有目的の債券で時価のあるもの

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価

（百万円）
差額

（百万円）

(1）国債・地方債等 19 19 △0

(2）社債 － － －

(3）その他 － － －

合計 19 19 △0

２　その他有価証券で時価のあるもの

 
取得原価
（百万円）

連結貸借対照表計上額
（百万円）

差額
（百万円）

(1）株式 593 1,615 1,022

(2）債券    

国債 － － －

(3）その他 4 9 4

合計 597 1,625 1,027

　（注）その他有価証券で時価のあるものについて1百万円（株式1百万円）減損処理を行っている。

 

３　時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）

(1）その他有価証券  

非上場株式 557

（デリバティブ取引関係）

　前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、ヘッジ会計を適用しているので、該当

事項はない。

（ストック・オプション等関係）

前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、該当事項なし。
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（セグメント情報）

ａ．事業の種類別セグメント情報

　前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、全セグメントの売上高の合計、営

業利益及び営業損失の合計額に占める建設事業の割合が、いずれも90％を超えるため、事業の種類別セグメン

ト情報の記載を省略している。

ｂ．所在地別セグメント情報

　前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、在外連結子会社及び重要な在外支店

がないため記載していない。

ｃ．海外売上高

　前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、海外売上高がないため記載していな

い。

日特建設㈱（1929）平成 20 年 3 月期　中間決算短信

－ 37 －



（１株当たり情報）

前中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

１株当たり純資産額 46.25円

１株当たり中間純損失

金額
21.87円

１株当たり純資産額 △39.14円

１株当たり中間純損失

金額
118.84円

１株当たり純資産額 82.24円

１株当たり当期純利益

金額
15.59円

　なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、１株当たり

中間純損失であり、また、潜在株式が

存在しないため記載していない。

　なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、１株当たり

中間純損失であり、また、潜在株式が

存在しないため記載していない。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式が

存在しないため記載していない。

　（注）１　１株当たり当期純利益又は１株当たり中間純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。

 
前中間連結会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当期純利益又は中間純損失

（△）
（百万円） △1,213 △6,591 864

普通株主に帰属しない金額 （百万円） － － －

普通株式に係る当期純利益又は

中間純損失（△）
（百万円） △1,213 △6,591 864

期中平均株式数 （千株） 55,485 55,460 55,480

２　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりである。

 
前中間連結会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

純資産の部の合計額 （百万円） 2,566 △2,170 4,561

純資産の部の合計額から控除す

る金額
（百万円） － － －

普通株式に係る中間期末の純資

産額
（百万円） 2,566 △2,170 4,561

１株当たり純資産額の算定に用

いられた中間期末（期末）の普

通株式の数

（千株） 55,479 55,457 55,467
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（重要な後発事象）

前中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

―――――  第三者割当増資

1.当社は、平成19年11月16日開催の取締

役会におきまして、第三者割当増資によ

る新株式（普通株式）の有利発行に関し

て決議いたしました。その概要は次のと

おりです。

①発行新株式数 普通株式60,000,000株 

②発行価額 １株につき、金50円 

③資本組入額 1株につき、金25円 

④発行価額の総額 3,000,000,000円 

⑤申込期日 平成20年1月18日 

⑥払込期日 平成20年1月18日 

⑦割当先及び割当株式数 

フェニックス・キャピタル・パートナー

ズ・シックス投資事業組合60,000,000株

⑧資金の使途 リファイナンス組成等に係

る事業再構築のための資金、設備投資資

金、及び運転資金（材料費、外注費、人

件費等）等に充当する予定です。 

⑨前期各号については、金融商品取引法

による届出の効力発生を条件とする。

2.当社は、平成19年11月16日開催の取締

役会におきまして、第三者割当増資によ

る新株式（乙種優先株式）の有利発行に

関して決議いたしました。その概要は次

のとおりです。

①当該種類株式の名称及び内容 乙種優先

株式

②発行新株式数 15,000,000株

③発行価額 1株につき、金200円

④発行価額の総額 3,000,000,000円

⑤資本組入額 1株につき、金100円

⑥申込期日 平成20年1月18日

⑦払込期日 平成20年1月18日

⑧割当先及び割当株式数 

フェニックス・キャピタル・パートナー

ズ・シックス投資事業組合15,000,000株

⑨配当起算日 平成20年1月19日 

⑩資金の使途 リファイナンス組成等に係

る事業再構築のための資金、設備投資資

金、及び運転資金（材料費、外注費、人

件費等）等に充当する予定です。 

―――――
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５．中間個別財務諸表
(1) 中間貸借対照表

  
前中間会計期間末

（平成18年９月30日）
当中間会計期間末

（平成19年９月30日）
対前中間
期比

前事業年度の
要約貸借対照表

（平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

増減
(百万円)

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部）            

Ⅰ　流動資産            

１　現金預金  3,839   4,868    6,404   

２　受取手形 ※１ 5,646   4,070    5,126   

３　完成工事未収
入金

 11,587   7,147    16,359   

４　販売用不動産  2,563   499    2,277   

５　未成工事支出
金

 7,785   8,100    4,052   

６　材料貯蔵品  126   102    110   

７　その他 ※２ 1,680   2,222    1,819   

貸倒引当金  △232   △631    △327   

流動資産合計   32,995 64.8  26,380 68.0 △6,615  35,822 67.7

Ⅱ　固定資産            

１　有形固定資産 ※３           

(1）建物 ※４ 3,542   2,021    3,282   

(2）機械装置  690   541    640   

(3）土地 ※５ 8,754   7,146    8,599   

(4）その他 ※６ 186   111    178   

計  13,173   9,821   △3,352 12,662   

２　無形固定資産  213   207   △5 206   

３　投資その他の
資産

           

(1）投資有価証
券

※７ 2,321   1,933    2,184   

(2）関係会社長
期貸付金

 1,300   －    1,150   

(3）その他  1,799   928    1,573   

貸倒引当金  △848   △462    △666   

計  4,572   2,398   △2,173 4,241   

固定資産合計   17,959 35.2  12,427 32.0 △5,532  17,110 32.3

資産合計   50,955 100  38,807 100 △12,147  52,933 100
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前中間会計期間末

（平成18年９月30日）
当中間会計期間末

（平成19年９月30日）
対前中間
期比

前事業年度の
要約貸借対照表

（平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

増減
(百万円)

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部）            

Ⅰ　流動負債            

１　支払手形 ※８ 8,569   7,119    11,233   

２　工事未払金  7,053   5,467    7,613   

３　短期借入金 ※９ 10,646   9,753    12,036   

４　未払法人税等  323   120    353   

５　未成工事受入
金

 5,840   5,730    2,868   

６　完成工事補償
引当金

 120   119    134   

７　工事損失引当
金

 －   207    86   

８　賞与引当金  159   154    98   

９　その他 ※10 1,636   1,424    2,056   

流動負債合計   34,348 67.4  30,097 77.5 △4,250  36,479 68.9

Ⅱ　固定負債            

１　長期借入金 ※11 8,992   5,770    7,325   

２　退職給付引当
金

 4,065   4,557    4,312   

３　その他  1,202   371    487   

固定負債合計   14,261 28.0  10,699 27.6 △3,561  12,124 22.9

負債合計   48,609 95.4  40,797 105.1 △7,812  48,604 91.8

            

（純資産の部）            

Ⅰ　株主資本            

１　資本金   3,052 6.0  3,052 7.9 －  3,052 5.8

２　資本剰余金            

(1）資本準備金  753   753    753   

資本剰余金合
計

  753 1.5  753 2.0 －  753 1.4

３　利益剰余金            

(1）その他利益
剰余金

           

繰越利益剰
余金

 △2,089   △6,198    △22   

利益剰余金合
計

  △2,089 △4.2  △6,198 △16.0 △4,109  △22 △0.1

４　自己株式   △62 △0.1  △64 △0.2 △2  △63 △0.1

株主資本合計   1,654 3.2  △2,457 △6.3 △4,111  3,719 7.0

Ⅱ　評価・換算差額
等

           

１　その他有価証
券評価差額金

  691 1.4  466 1.2 △224  609 1.2

評価・換算差額
等合計

  691 1.4  466 1.2 △224  609 1.2

純資産合計   2,345 4.6  △1,990 △5.1 △4,335  4,328 8.2

負債純資産合計   50,955 100  38,807 100 △12,147  52,933 100
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(2) 中間損益計算書

  
前中間会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

対前中間
期比

前事業年度の
要約損益計算書

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

増減
(百万円)

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　売上高            

完成工事高   24,815 100  19,948 100 △4,867  68,230 100

Ⅱ　売上原価            

完成工事原価   22,661 91.3  18,548 93.0 △4,112  60,617 88.8

売上総利益            

完成工事総利益   2,154 8.7  1,399 7.0 △755  7,612 11.2

Ⅲ　販売費及び一般管
理費

  3,033 12.2  2,872 14.4 △160  6,067 8.9

営業利益又は営
業損失（△）

  △878 △3.5  △1,473 △7.4 △594  1,545 2.3

Ⅳ　営業外収益            

受取利息  19   27    43   

受取配当金  20   19    33   

有価証券利息  0   0    0   

特許関連収入  13   11    42   

その他  16 70 0.3 6 64 0.3 5 34 154 0.2

Ⅴ　営業外費用            

支払利息  273   238    532   

その他  46 319 1.3 56 295 1.4 △24 102 635 0.9

経常利益又は経
常損失（△）

  △1,127 △4.5  △1,704 △8.5 △576  1,065 1.6

Ⅵ　特別利益            

投資有価証券売
却益

 6   2    6   

固定資産売却益  38   27    257   

貸倒引当金戻入
益

 57   40    6   

償却債権取立益  － 102 0.4 30 101 0.5 △1 － 270 0.4

Ⅶ　特別損失            

販売用不動産評
価損

 93   －    120   

固定資産売却損  112   381    148   

固定資産除却損  5   10    11   

減損損失 ※１ －   98    118   

事業構造改革損
失

※２ －   4,059    －   

その他  － 210 0.9 52 4,602 23.1 4,391 23 423 0.7

税引前当期純利
益又は中間純損
失（△）

  △1,236 △5.0  △6,205 △31.1 △4,969  912 1.3

法人税、住民税
及び事業税

 41   △30    123   

法人税等調整額  － 41 0.1 － △30 0.1 △71 － 123 0.1

当期純利益又は
中間純損失
（△）

  △1,277 △5.1  △6,175 △31.0 △4,897  789 1.2
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(3）中間株主資本等変動計算書

前中間会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

その他
資本剰余金

その他
利益剰余金

繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高（百万円） 3,052 1,250 5,499 △6,807 △61 2,933

中間会計期間中の変動額       

欠損てん補  △496 △5,499 5,996  －

中間純損失    △1,277  △1,277

自己株式の処分    △0 1 0

自己株式の取得     △1 △1

株主資本以外の項目の中間会計期
間中の変動額（純額）

     －

中間会計期間中の変動額合計
（百万円）

－ △496 △5,499 4,718 △0 △1,279

平成18年９月30日残高（百万円） 3,052 753 － △2,089 △62 1,654

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

平成18年３月31日残高（百万円） 885 3,819

中間会計期間中の変動額   

欠損てん補  －

中間純損失  △1,277

自己株式の処分  0

自己株式の取得  △1

株主資本以外の項目の中間会計期
間中の変動額（純額）

△194 △194

中間会計期間中の変動額合計
（百万円）

△194 △1,473

平成18年９月30日残高（百万円） 691 2,345
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当中間会計期間（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

その他
利益剰余金

繰越利益剰余金

平成19年３月31日残高（百万円） 3,052 753 △22 △63 3,719

中間会計期間中の変動額      

中間純損失   △6,175  △6,175

自己株式の取得    △1 △1

株主資本以外の項目の中間会計期
間中の変動額（純額）

    －

中間会計期間中の変動額合計
（百万円）

－ － △6,175 △1 △6,176

平成19年９月30日残高（百万円） 3,052 753 △6,198 △64 △2,457

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

平成19年３月31日残高（百万円） 609 4,328

中間会計期間中の変動額   

中間純損失  △6,175

自己株式の取得  △1

株主資本以外の項目の中間会計期
間中の変動額（純額）

△142 △142

中間会計期間中の変動額合計
（百万円）

△142 △6,319

平成19年９月30日残高（百万円） 466 △1,990
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前事業年度の株主資本等変動計算書（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

その他
資本剰余金

その他
利益剰余金

繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高（百万円） 3,052 1,250 5,499 △6,807 △61 2,933

事業年度中の変動額       

欠損てん補  △496 △5,499 5,996  －

当期純利益    789  789

自己株式の処分    △1 2 0

自己株式の取得     △3 △3

株主資本以外の項目の事業年度中
の変動額（純額）

     －

事業年度中の変動額合計
（百万円）

－ △496 △5,499 6,784 △1 786

平成19年３月31日残高（百万円） 3,052 753 － △22 △63 3,719

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

平成18年３月31日残高（百万円） 885 3,819

事業年度中の変動額   

欠損てん補  －

当期純利益  789

自己株式の処分  0

自己株式の取得  △3

株主資本以外の項目の事業年度中
の変動額（純額）

△276 △276

事業年度中の変動額合計
（百万円）

△276 510

平成19年３月31日残高（百万円） 609 4,328
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継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

前中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

────── 　平成19年6月27日に公表したように、

当社の連結子会社である株式会社ハイ

テクリースにおいて生じた不適切な会

計処理により過年度公表済の有価証券

報告書及び半期報告書を訂正する事実

が発生したことで、当社の金融機関か

らの借入金15,523百万円（当中間会計

期間末現在）に対する表明保証に抵触

し、継続企業の前提に関する重要な疑

義が生じている。

　当社は、このような状況を受けて、

平成19年11月16日開催の当社取締役会

において、固定資産及び販売用不動産

の早期売却、株式会社ハイテクリース

の清算等、ノンコア事業からの完全撤

退を決議し当中間会計期間において

4,059百万円の事業構造改革損失を計上

した。

　また、当社の営業形態として、下半

期に完成する工事の割合が著しく大き

いことから当中間連結会計期間におい

て1,473百万円の営業損失となり、上記

特別損失等の計上もあり、当会計期間

において中間純損失6,175百万円を計上

することとなった。この結果、当中間

会計期間末において1,990百万円の債務

超過となり、この面においても継続企

業の前提に関して重要な疑義が生じる

ことになった。

　当社はこの疑義を解消すべく、平成

19年11月16日開催の当社取締役会決議

に基づき、同日付でフェニックス・キャ

ピタル・パートナーズ・シックス投資

事業組合を割当先として、業務執行組

合員であるフェニックス・キャピタル

株式会社との間で、6,000百万円（差引

手取概算額5,710百万円）の新株引受契

約を締結し、平成20年1月18日を払込期

日とする第三者割当増資を予定してい

る。これにより、債務超過は解消でき

る見込みである。

　当社は金融機関に対して19,362百万

円（平成19年3月31日現在）の借入金を

有しているところ、平成19年６月27日

に公表したように、当社の連結子会社

である株式会社ハイテクリース（以下

「ハイテク」という。）において生じ

た不適切な会計処理により過年度公表

済有価証券報告書及び半期報告書を訂

正する事実が発生したことにより、継

続企業の前提に関する重要な疑義が生

じている。

　当社は当該疑義を解消すべく、ハイ

テクについてはリース債権のリストラ

及び事業譲渡等を含む事業再編を検討

する。また、「中期経営計画」に基づ

き、営業拠点の縮小・閉鎖、退職金制

度の見直し、役員報酬のカット等経費

削減を徹底して取り組み、ノンコア・

ビジネスの賃貸用不動産、販売用不動

産及び事業用資産の早期売却を積極的

に行っていくことにより、さらなる有

利子負債の圧縮を目指す。さらに、金

融機関との取引の安定化のために、取

引金融機関を中心とした協調関係の維

持と支援体制の継続の協議を行ってい

る。

　このような状況の中、短期借入金に

ついては取引金融機関から平成19年6月

末残高の継続と運転資金支援のご理解

とご協力をいただくべく協議を行って

いる。

　さらに、現在第三者割当による資本

政策を検討しており、このような施策

の結果、継続企業の前提に関する重要

な疑義を解消できるものと判断してい

る。

　財務諸表等は継続企業を前提として

作成されており、上記のような重要な

疑義の影響を財務諸表等に反映してい

ない。
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前中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

 　また、金融機関からの借入金につい

ては、上記第三者割当増資の予定にあ

わせてリファイナンスに向けた協議を

行っている。 

　この結果、継続企業の前提に関する

重要な疑義を解消できるものと判断し

ている。 

 　中間財務諸表等は継続企業を前提と

して作成されており、上記のような重

要な疑義の影響を中間財務諸表等には

反映していない。
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前中間会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

１　資産の評価基準及び評

価方法

有価証券

①　満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）

有価証券

①　満期保有目的の債券

同左

有価証券

①　満期保有目的の債券

同左

 ②　子会社株式及び関連会

社株式

　移動平均法による原

価法

②　子会社株式及び関連会

社株式

同左

②　子会社株式及び関連会

社株式

同左

 ③　その他有価証券

時価のあるもの

　中間決算日の市場価

格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法

により算定してい

る。）

③　その他有価証券

時価のあるもの

同左

③　その他有価証券

時価のあるもの

　決算期末日の市場価

格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法

により算定してい

る。）

 時価のないもの

　移動平均法による原

価法

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

 デリバティブ

　時価法

デリバティブ

同左

デリバティブ

同左

 たな卸資産

①　販売用不動産

　個別法による原価法

たな卸資産

①　販売用不動産

同左

たな卸資産

①　販売用不動産

同左

 ②　未成工事支出金

　個別法による原価法

②　未成工事支出金

同左

②　未成工事支出金

同左

 ③　材料貯蔵品

　先入先出法による原価

法

③　材料貯蔵品

同左

③　材料貯蔵品

同左
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項目
前中間会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

２　固定資産の減価償却の

方法

有形固定資産

　定率法（ただし、平成10

年４月１日以降に取得した

建物（建物附属設備は除

く）については定額法）に

よっている。

　なお、耐用年数及び残存

価額については、法人税法

に規定する方法と同一の基

準によっている。

有形固定資産

　定率法（ただし、平成10

年４月１日以降に取得した

建物（建物附属設備は除

く）については定額法）に

よっている。

　なお、耐用年数及び残存価

額については、法人税法に規

定する方法と同一の基準に

よっている。

有形固定資産

　定率法（ただし、平成10

年４月１日以降に取得した

建物（建物附属設備は除

く）については定額法）に

よっている。

　なお、耐用年数及び残存価

額については、法人税法に規

定する方法と同一の基準に

よっている。

  

 

 

（会計方針の変更）

　法人税法の改正に伴い、

当中間会計期間より、平成

19年4月1日以降に取得した

有形固定資産について、改

正後の法人税法に基づく減

価償却の方法に変更してい

る。

　これにより売上総利益は3

百万円減少し、営業損失、

経常損失及び税引前中間純

損失はそれぞれ3百万円増加

している。

（追加情報）

　法人税法の改正に伴い、

平成19年3月31日以前に取得

した有形固定資産について

は、改正前の法人税法に基

づく減価償却の方法の適用

により、取得価額の5％に到

達した事業年度の翌事業年

度より取得価額の5％相当額

と備忘価額との差額を5年間

にわたり均等償却し、減価

償却費に含めて計上してい

る。

　これにより売上総利益は

22百万円減少し、営業損失、

経常損失及び税引前中間純

損失がそれぞれ26百万円増

加している。 

 

 

 無形固定資産

　定額法によっている。

　なお、自社利用のソフト

ウェアについては、社内に

おける利用可能期間（５

年）に基づいている。

無形固定資産

　定額法によっている。

　ただし、自社利用のソフト

ウェアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）に

基づく定額法によっている。

無形固定資産

同左
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項目
前中間会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

３　引当金の計上基準 貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸

倒による損失に備えるため、

一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個

別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上して

いる。

貸倒引当金

同左

貸倒引当金

同左

 完成工事補償引当金

　完成工事に係るかし担保

の費用に備えるため、当中

間会計期間末に至る１年間

の完成工事高に対する将来

の見積補償額に基づいて計

上している。

完成工事補償引当金

同左

完成工事補償引当金

　完成工事に係る瑕疵担保

等の費用に備えるため、当

期の完成工事高に対する将

来の見積補償額に基づいて

計上している。

 工事損失引当金

　受注工事に係る将来の損

失に備えるため、当中間会

計期間末手持工事のうち損

失の発生が見込まれ、かつ、

その金額を合理的に見積も

ることができる工事につい

て、損失見込額を計上して

いる。

工事損失引当金

同左

工事損失引当金

　受注工事に係る将来の損

失に備えるため、当期末手

持工事のうち損失の発生が

見込まれ、かつ、その金額

を合理的に見積もることが

できる工事について、損失

見込額を計上している。

 賞与引当金

　従業員賞与の支払に充て

るため、支給見込額に基づ

き計上している。

賞与引当金

同左

賞与引当金

従業員に対して支給する賞

与の支出に充てるため、支

給見込額に基づき当期に見

合う分を計上している。

 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、当

中間会計期間末において発

生していると認められる額

を計上している。

　なお、会計基準変更時差

異（3,671百万円）について

は、10年による均等額を費

用処理している。

　数理計算上の差異は、各

事業年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（10年）

による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の翌事

業年度より費用処理するこ

ととしている。

退職給付引当金

同左

　

 

退職給付引当金

　従業員の退職給付に備え

るため、期末における退職

給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上している。

　なお、会計基準変更時差

異（3,671百万円）は、10年

による均等額を費用処理し

ている。

　数理計算上の差異は、各

期の発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法

により按分した額をそれぞ

れ発生の翌期から費用処理

又は、費用の減額処理をす

ることとしている。
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項目
前中間会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

４　リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

いる。

同左 同左

５　ヘッジ会計の方法 ①　ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっ

ている。

　ただし、特例処理の要

件を満たす金利スワップ

については、特例処理を

採用している。

①　ヘッジ会計の方法

同左

①　ヘッジ会計の方法

同左

 ②　ヘッジ手段とヘッジ対

象

ヘッジ手段

デリバティブ取引

（金利スワップ）

②　ヘッジ手段とヘッジ対

象

ヘッジ手段

　　　金利スワップ

②　ヘッジ手段とヘッジ対

象

ヘッジ手段

　　　デリバティブ取引

 　　　（金利スワップ）

 ヘッジ対象

　キャッシュ・フロー

が固定されその変動が

回避されるもの

ヘッジ対象

　　　借入金

ヘッジ対象

　キャッシュ・フロー

が固定されその変動が

回避されるもの

 ③　ヘッジ方針

　デリバティブ取引に関

する内部規定に基づき、

金利変動のリスクを一定

の範囲内でヘッジしてい

る。

③　ヘッジ方針

同左

③　ヘッジ方針

同左

 ④　ヘッジ有効性評価の方

法

　ヘッジ対象とヘッジ手

段について、それぞれの

キャッシュ・フロー総額

の変動額を比較し、それ

ぞれの間に高い相関関係

があるかどうか有効性の

判定を行っている。

④　ヘッジ有効性評価の方

法

同左

④　ヘッジ有効性評価の方

法

同左

６　その他中間財務諸表

（財務諸表）作成のた

めの基本となる重要な

事項

①　消費税等の会計処理

　消費税等に相当する額

の会計処理は、税抜方式

によっている。

①　消費税等の会計処理

同左

①　消費税等の会計処理

同左

 ②　連結納税制度の適用

　連結納税制度を適用し

ている。

②　連結納税制度の適用

同左

②　連結納税制度の適用

同左
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

（貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準）

　当中間会計期間より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号　平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用

指針」（企業会計基準適用指針第８号

　平成17年12月９日）を適用している。

　これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は、2,345百万円である。

　なお、当中間会計期間における中間

貸借対照表の純資産の部については、

中間財務諸表等規則の改正に伴い、改

正後の中間財務諸表等規則により作成

している。

──────

 

 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準） 

　当事業年度より、「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号　平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準適用指針第８号　

平成17年12月９日）を適用している。

　従来の資本の部の合計に相当する金

額は、4,328百万円である。

　なお、当事業年度における貸借対照

表の純資産の部については、財務諸表

等規則の改正に伴い、改正後の財務諸

表等規則により作成している。

日特建設㈱（1929）平成 20 年 3 月期　中間決算短信

－ 52 －



表示方法の変更

前中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

──────

 

 （中間損益計算書）

 　「償却債権取立益」は、前中間会計期間は、金額的重

要性が乏しく、営業外収益の「その他」に含めて表示し

ていたが、当中間会計期間において重要性が増したため

特別利益として区分掲記した。

　なお、前中間会計期間の営業外収益の「その他」に含

まれている「償却債権取立益」は、5百万円である。
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

前中間会計期間末
（平成18年９月30日）

当中間会計期間末
（平成19年９月30日）

前事業年度末
（平成19年３月31日）

１　※３

有形固定資産減価償却累計額

12,436百万円

１　※３

有形固定資産減価償却累計額

11,894百万円

１　※３

有形固定資産減価償却累計額

12,428百万円

２　※４．※５．※６．※７．

※９．※11　担保資産

下記の資産は、長期借入金

6,892百万円及び短期借入金

（長期借入金からの振替分を含

む）7,486百万円の担保に供し

ている。

２　※４．※５．※６．※７．

※９．※11　担保資産

下記の資産は、長期借入金

4,270百万円及び短期借入金

（長期借入金からの振替分を含

む）6,608百万円の担保に供し

ている。

２　※４．※５．※６．※７．

※９．※11　担保資産

下記の資産は、長期借入金　　

　5,525百万円及び短期借入金

（長期借入金からの振替分を含

む）8,519百万円の担保に供し

ている。

建物 2,732百万円

土地 8,057 

有形固定資産

のその他
100 

投資有価証券 1,382 

計 12,272百万円

建物 1,842百万円

土地  6,812 

有形固定資産

のその他
 33 

投資有価証券  1,080 

計 9,770百万円

建物  2,615百万円

土地  7,946 

有形固定資産

のその他
 95 

投資有価証券  1,251 

計 11,908百万円

なお、上記長期借入金6,892百

万円及び短期借入金7,486百万

円に対する根抵当権極度額は、

7,734百万円である。

なお、上記長期借入金4,270百

万円及び短期借入金6,608百万

円に対する根抵当権極度額は、

7,734百万円である。

なお、上記長期借入金5,525百

万円及び短期借入金8,519百万

円に対する根抵当権極度額は、

7,734百万円である。

３　※７

下記の資産は、営業保証金として

供託している。

３　※７

下記の資産は、営業保証金として

供託している。

３　※７

下記の資産は、営業保証金として

供託している。

投資有価証券 19百万円 投資有価証券 19百万円 投資有価証券 19百万円

４　偶発債務（保証債務）

(イ)下記の会社の借入金について保

証を行っている。

４　偶発債務（保証債務）

(イ)下記の会社の借入金について保

証を行っている。

４　偶発債務（保証債務）

(イ)下記の会社の借入金について保

証を行っている。

㈱ハイテクリース 1,192百万円 ㈱ハイテクリース  726百万円 ㈱ハイテクリース 909百万円

(ロ)当社の販売物件購入に対する借

入金について保証を行っている。

(ロ)当社の販売物件購入に対する借

入金について保証を行っている。

(ロ)当社の販売物件購入に対する借

入金について保証を行っている。

22件 126百万円 21件  114百万円 22件 120百万円

(ハ)下記の会社から受注した建築工

事において宅建業法による手付金

等の連帯保証を行っている。

（ハ）　　　――――― (ハ)下記の会社から受注した建築工

事において宅建業法による手付金

等の連帯保証を行っている。

㈱青山メインラ

ンド
18百万円

㈱エルシード 3 

康和地所㈱ 60 

夢ハウジング㈱ 27 

計 109 

㈱イオプラネッ

ト
 7百万円

計 7 
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前中間会計期間末
（平成18年９月30日）

当中間会計期間末
（平成19年９月30日）

前事業年度末
（平成19年３月31日）

(ニ)住宅資金融資規定により従業員

が銀行から借入れた住宅資金に対

する債務の保証を行っている。

296百万円

(ニ)住宅資金融資規定により従業員

が銀行から借入れた住宅資金に対

する債務の保証を行っている。

243百万円

(ニ)住宅資金融資規定により従業員

が銀行から借入れた住宅資金に対

する債務の保証を行っている。

275百万円

――――― ――――― (ホ)手形流動化に伴う買戻し義務

262百万円

５　※１．※２．※８．※10

中間会計期間末日の満期手形の会

計処理については、手形交換日を

もって決済処理している。

なお、当中間会計期間の末日は金

融機関の休日であったため、次の

中間期末日満期手形が中間会計期

間期末残高に含まれている。

５　※１．※２．※８．※10

中間会計期間末日の満期手形の会

計処理については、手形交換日を

もって決済処理している。

なお、当中間会計期間の末日は金

融機関の休日であったため、次の

中間期末日満期手形が中間会計期

間期末残高に含まれている。

５　※１．※８．※10

当事業年度末日の満期手形の会計

処理については、手形交換日を

もって決済処理している。 

なお、当事業年度末日は金融機関

の休日であったため、次の満期手

形が当事業年度の残高に含まれて

いる。

受取手形 250百万円

その他（営業外受

取手形）
5百万円

支払手形 685百万円

その他（設備関係

支払手形）
43百万円

受取手形 239百万円

営業外受取手形

（流動資産その

他）

9百万円

支払手形 700百万円

営業外支払手形

（流動負債その

他）

2百万円

受取手形 284百万円

支払手形 666百万円

設備関係支払手形

（流動負債その

他）

0百万円

 

６　仮払消費税等と仮受消費税等の表

示

　仮払消費税等及び仮受消費税等は

相殺のうえ、流動資産のその他に含

めて表示している。

６　仮払消費税等と仮受消費税等の表

示

同左

６　　　　――――――
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（中間損益計算書関係）

前中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

１　過去１年間の売上高

　当社の売上高は、通常の営業の

形態として、上半期に比べ下半期

に完成する工事の割合が大きいた

め、事業年度の上半期の売上高と

下半期の売上高との間に著しい相

違があり、上半期と下半期の業績

に季節的変動がある。

　当中間会計期間末に至る一年間

の売上高は次のとおりである。

１　過去１年間の売上高

　当社の売上高は、通常の営業の

形態として、上半期に比べ下半期

に完成する工事の割合が大きいた

め、事業年度の上半期の売上高と

下半期の売上高との間に著しい相

違があり、上半期と下半期の業績

に季節的変動がある。

　当中間会計期間末に至る一年間

の売上高は次のとおりである。

１　　　　――――――

前事業年度

下半期
44,651百万円

当中間会計

期間
24,815 

計 69,467百万円

前事業年度

下半期
 43,414百万円

当中間会計

期間
 19,948 

計 63,362百万円

 

２　減価償却費 ２　減価償却費 ２　減価償却費

有形固定資産 158百万円

無形固定資産 14 

投資その他の

資産
15 

計 188百万円

有形固定資産  189百万円

無形固定資産  9 

投資その他の

資産
 13 

計 212百万円

有形固定資産  321百万円

無形固定資産  25 

投資その他の

資産
 28 

計 375百万円
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前中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

３　　　　―――――― ３　※１　減損損失

当社は、以下の資産及び資産グ

ループについて減損損失を計上し

た。

 

 （単位：百万円）

用途 種類 場所
減損
損失

遊休資産 機械装置
埼玉県
南埼玉郡
他

98

合計   98

 　また、以下の資産及び資産グループ

についても減損損失を認識し、事業構造

改革損失として計上した。

 （単位：百万円）

用途 種類 場所
減損
損失

賃貸用資産 建物、土地
福島県
福島市

6

賃貸用資産
建物・構築
物、土地

茨城県
つくば市

 472

賃貸用資産
建物・構築
物、土地

宮城県
塩竈市

 260

賃貸用資産
建物・構築
物、土地

東京都
調布市

106

事業用資産
建物・構築
物、備品、
土地

北海道
札幌市
中央区

 1,057

共用資産
（保養所）

建物・構築
物、土地

富山県
黒部市他

 52

遊休資産
建物・構築
物、土地

富山県
富山市他

 48

合計   2,004

３　※１　減損損失

　当社は、以下の資産及び資産グ

ループについて減損損失を計上し

た。

 

 （単位：百万円）

用途 種類 場所
減損
損失

賃貸用資産
建物・構築
物、備品、
土地

佐賀県
武雄市

 98

遊休資産
建物・構築
物、土地 

熊本県
球磨郡

 11

遊休資産 土地
鹿児島県
霧島市

 8

遊休資産
建物・構築
物

千葉県
野田市

 0

合計   118
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前中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

 (グルーピングの方法）

　事業用資産は、原則として最

小利益単位である部・支店毎に

グループ化し、本社等の共用資

産については、事業全体をグ

ループ化している。また、賃貸

用資産、売却予定資産及び遊休

資産については、個々の物件単

位でグルーピングしている。

(グルーピングの方法）

　事業用資産は、原則として最

小単位である部・支店毎にグ

ループ化し、本社等の共用資産

については、事業全体をグルー

プとし、これら以外の賃貸用資

産や将来の使用が見込まれない

遊休資産については個々の物件

単位でグルーピングをしてい

る。 

 (経緯）

　陳腐化・老朽化により遊休資

産となっている機械装置につい

ては、今後も利用見込みがなく、

減損損失を認識した。

　また、事業構造改革損失とし

て減損損失を認識した資産及び

資産グループについては、平成

19年11月16日開催の取締役会に

おいて早期売却を決議したこと

に伴い、回収可能価額が帳簿価

額を下回ることとなったため、

減損損失を認識した。

　

(経緯）

　賃貸用資産については、地価

の著しい下落及び賃貸水準の著

しい低下に伴い収益性が著しく

低下したため、減損損失を認識

した。

　また、上記遊休資産としてい

る建物、構築物、土地について

は、営業所、機材置場として取

得使用していたが、事業の効率

化による営業所、機材置場の統

合等により現在は遊休資産とし

ており、今後の利用計画もなく、

地価も著しく下落しているため、

減損損失を認識した。 

 

 

 （減損損失の内訳）

建物 739百万円

機械装置  98

土地 1,206

有形固定資産そ

の他
 58

合計 2,102

（注）事業構造改革損失として

計上した減損損失を含ん

でいる。
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前中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

 （回収可能価額の算定方法）

　機械装置については、転用も

しくは売却が困難であることか

ら、備忘価格まで減額している。

また、事業構造改革損失として

減損損失を認識した資産及び資

産グループについては、売却見

込額又は鑑定評価等に基づき算

定している。 

（回収可能価額の算定方法）

 　賃貸用資産については、売却

予定額に基づき算定している。

　また、遊休資産については、土

地は路線価、建物及び構築物は売

却が困難であることから、備忘価

格まで減額している。

４　　　　―――――― ４　※２事業構造改革損失

　平成19年11月16日開催の取締

役会において、販売用不動産及

び固定資産の早期売却、子会社

である株式会社ハイテクリース

の清算を決議し、以下の事業構

造改革損失を計上した。 

販売用不動産評

価損
1,534百万円

減損損失  2,004

子会社株式評価

損
8

関係会社貸付金

貸倒引当金繰入

額

 511

合計 4,059

４　　　　――――――
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（中間株主資本等変動計算書関係）

前中間会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
前事業年度末株式数

（株）
当中間会計期間増加株
式数（株）

当中間会計期間減少株
式数（株）

当中間会計期間末株式
数（株）

普通株式 186,297 14,845 3,719 197,423

（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次の通りである。

単元未満株式の買取りによる増加　　14,845株

減少数の主な内訳は、次の通りである。

単元未満株式の買増請求による売渡しによる減少　3,719株

当中間会計期間（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
前事業年度末株式数

（株）
当中間会計期間増加株
式数（株）

当中間会計期間減少株
式数（株）

当中間会計期間末株式
数（株）

普通株式 209,350 10,212 － 219,562

（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次の通りである。

単元未満株式の買取りによる増加　　　　　10,212株

 

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
前事業年度末株式数

（株）
当事業年度増加株式数
（株）

当事業年度減少株式数
（株）

当事業年度末株式数
（株）

普通株式 186,297 29,462 6,409 209,350

（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次の通りである。

単元未満株式の買取りによる増加　　　　　29,462株

減少数の主な内訳は、次の通りである。

単元未満株式の買増請求による売渡しによる減少　 　　6,409株
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（有価証券関係）

　前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものはない。

（１株当たり情報）

　中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略している。
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（重要な後発事象）

前中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

──────  第三者割当増資

1.当社は、平成19年11月16日開催の取締

役会におきまして、第三者割当増資によ

る新株式（普通株式）の有利発行に関し

て決議いたしました。その概要は次のと

おりです。

①発行新株式数 普通株式60,000,000株 

②発行価額 １株につき、金50円 

③資本組入額 1株につき、金25円 

④発行価額の総額 3,000,000,000円 

⑤申込期日 平成20年1月18日 

⑥払込期日 平成20年1月18日 

⑦割当先及び割当株式数 

フェニックス・キャピタル・パートナー

ズ・シックス投資事業組合60,000,000株

⑧資金の使途 リファイナンス組成等に係

る事業再構築のための資金、設備投資資

金、及び運転資金（材料費、外注費、人

件費等）等に充当する予定です。 

⑨前期各号については、金融商品取引法

による届出の効力発生を条件とする。

2.当社は、平成19年11月16日開催の取締

役会におきまして、第三者割当増資によ

る新株式（乙種優先株式）の有利発行に

関して決議いたしました。その概要は次

のとおりです。

①当該種類株式の名称及び内容 乙種優先

株式

②発行新株式数 15,000,000株

③発行価額 1株につき、金200円

④発行価額の総額 3,000,000,000円

⑤資本組入額 1株につき、金100円

⑥申込期日 平成20年1月18日

⑦払込期日 平成20年1月18日

⑧割当先及び割当株式数 

フェニックス・キャピタル・パートナー

ズ・シックス投資事業組合 15,000,000株

⑨配当起算日 平成20年1月19日 

⑩資金の使途 リファイナンス組成等に係

る事業再構築のための資金、設備投資資

金、及び運転資金（材料費、外注費、人

件費等）等に充当する予定です。 

 

──────
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６．その他
比較受注・売上・次期繰越 

 （単位：百万円） 

　　　　　期別

 

 

　区分 

前中間会計期間

　（自 平成18.４.１

  　至 平成18.９.30）

当中間会計期間

　（自 平成19.４.１

　　至 平成19.９.30）

比較増減（△）

前会計期間

　（自 平成18.４.１

 　 至 平成19.３.31）

金額
比率

（％）
金額

比率

（％）
金額

比率

（％）
金額

比率

（％）

受

 

注

 

高

土

木

 基       礎 28,386 75.6 22,242 58.3 △6,143 △21.6 50,015 75.3

 土 木 一 式 6,116 16.3 12,780 33.5 6,663 109.0 10,792 16.2

 建          築 2,506 6.7 2,698 7.1 192 7.7 4,701 7.1

 地          質

 コンサルタント
250 0.6 186 0.5 △64 △25.8 432 0.7

 開  発  事  業 302 0.8 220 0.6 △82 △27.2 514 0.8

 合          計 37,562 100.0 38,127 100.0 565 1.5 66,455 100.0

売

 

上

 

高

土

木

 基       礎 17,926 72.3 14,103 70.7 △3,822 △21.3 51,764 75.9

 土 木 一 式 3,999 16.1 4,252 21.3 252 6.3 9,665 14.2

 建          築 2,505 10.1 1,201 6.0 △1,304 △52.1 5,854 8.6

 地          質

 コンサルタント
128 0.5 162 0.8 34 26.8 447 0.7

 開  発  事  業 255 1.0 228 1.2 △27 △10.7 498 0.7

 合          計 24,815 100.0 19,948 100.0 △4,867 △19.6 68,230 100.0

次

期

繰

越

高

土

木

 基       礎 48,053 77.5 43,983 67.0 △4,070 △8.5 35,844 75.5

 土 木 一 式 10,356 16.7 17,894 27.3 7,537 72.8 9,366 19.7

 建          築 3,272 5.3 3,616 5.5 343 10.5 2,118 4.5

 地          質

 コンサルタント
214 0.4 100 0.2 △114 △53.3 77 0.2

 開  発  事  業 83 0.1 44 0.1 △39 △46.6 52 0.1

 合          計 61,981 100.0 65,639 100.0 3,657 5.9 47,459 100.0
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